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１ 行財政改革               【行政経営課】  

 

これまでの取り組み 

本市では、質の高い行政サービスを将来にわたって持続的に提供するため、効率的かつ柔軟な組織体制を整

えるとともに、事務や事業の見直しを行い、限られた行政資源の効率的かつ効果的な活用を図り、最少の経費

で最大の効果をあげるよう努めているところである。 

これまでの主な行財政改革への取り組みは、下記のとおりである。 

 

年月 内容 

昭和 60 年 4 月 行政改革推進本部設置 

昭和 62 年 3 月 行政改革大綱策定 

平成 8 年 2 月 新行政改革大綱策定 

平成 9 年 11 月 

 

自治事務次官通知「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための

指針の策定について」 

平成 10 年 2 月 

8 月 

 

12 月 

行政改革推進本部（内部組織）設置 

行政改革推進委員会（学識経験者、市民代表等）設置 

以後 7 回開催 

行政改革推進委員会、市長へ意見書提出 

平成 11 年 2 月 第 3 次行政改革大綱策定 

平成 12 年 7 月 行政改革推進委員会開催（進捗状況説明・意見聴取） 

平成 13 年 5 月 

11 月 

第 3 次行政改革大綱の追加版作成に着手 

行政改革推進委員会開催（追加版案に対する意見交換） 

平成 14 年 3 月 第 3 次行政改革大綱（追加版）策定 

平成 15 年 4 月 

6 月 

 

9 月 

10 月 

企画部企画調整課に行財政改革推進室を設置 

行財政改革審議会（学識経験者、市民代表等）設置 

以後 5 回開催 

行財政改革審議会、市長へ意見書提出 

財政健全化プラン策定 

平成 17 年 3 月 

 

12 月 

 

総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定に

ついて」 

行財政改革審議会（学識経験者、市民代表等）再開 

以後 3 回開催 

平成 18 年 2 月 

3 月 

行財政改革審議会、市長へ提言書提出 

財政健全化プラン（改定版）策定 

平成 22 年 4 月 企画部企画調整課に行政経営室を設置 

平成 24 年 4 月 総務部行政管理課へ事務移管 

平成 28 年 4 月 

 

企画財政部政策企画課へ事務移管 

行財政改革推進本部（内部組織）設置 

平成 29 年 8 月 

 

行財政改革推進会議（学識経験者、市民）設置 

以後 7 回開催 
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年月 内容 

平成 30 年 1 月 

3 月 

7 月 

行財政改革推進会議、市長へ中間意見書提出 

行財政改革推進会議、市長へ意見書提出 

行財政改革推進会議開催 以後 5 回開催 

平成 31 年 3 月 行財政改革推進プラン策定 

4 月 企画財政部行政経営課を新設、同課へ事務移管 

令和元年 8 月 行財政改革推進会議開催 以後 2 回開催 

令和 2 年 2 月 行財政改革推進プランの進捗状況（令和元年度（2019 年度））公表 

令和 3 年 3 月 

令和 3 年 4 月 

行財政改革推進プランの進捗状況（令和 2 年度（2020 年度））公表 

行財政改革推進プランの２か年の取り組み（令和元年度・令和２年度）公表 

令和 4 年 4 月 事業評価を開始 

令和 5 年 4 月 行財政改革推進本部を行政経営本部（内部組織）に改組 

 

（参考）平成 30 年度に策定した船橋市行財政改革推進プランの概要 

１ 行財政改革推進プランの策定 

多様化する市民ニーズに加え、高齢化のさらなる進行、人口減少等の社会情勢の変化が見込まれている中で

持続可能な行財政運営を行っていくため、市の運営体制を抜本的に見直すとともに、選択と集中による事業の

精査・見直しや積極的な歳入の確保等の具体的な取組内容を「行財政改革推進プラン」の取組項目として整理

し、行財政改革の推進を図ることとした。 

 

２ プランの期間と目標 

プランでは、令和元年度（2019 年度）・2 年度（2020 年度）の 2 か年を「集中取組期間」とし、行政運営の

効率化・財政健全化を目標に、取組メニューを集中的に実施した。 

 

３ プランにおける「６つの柱」 

プランの取り組みは、以下の「６つの柱」に分類して推進した。 

①業務改善による事務執行の効率化 

◇業務改善に係る取組方針の策定 ◇業務の棚卸し・見える化 ◇ICT 活用 ◇総務事務の見直し 

②民間活力の積極的活用 

◇指定管理者制度導入の推進 ◇モニタリングの見直し・第三者評価の導入  

◇指定管理者制度ガイドラインの策定 ◇委託の推進 

③事業の精査と見直し 

◇市単独事業の見直し 

④普通建設事業の精査・見直しと公共施設マネジメント 

◇普通建設事業の優先順位付け ◇普通建設事業の適正な進行管理の徹底とコスト縮減 

◇公共施設マネジメント 

⑤受益者負担の見直し 

◇公共施設の使用料見直し ◇公共施設の駐車場有料化 ◇国民健康保険料の見直し  

◇下水道使用料の見直し ◇保育料の見直し ◇ごみ処理の有料化 

⑥安定的な財政運営のための歳入確保 
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◇市税徴収率の向上 ◇税外収入の確保 

４ プランの推進結果の概要 

  「６つの柱」のうち、「②民間活力の積極的活用」、「③事業の精査と見直し」、「⑤受益者負担の見直し」に

ついて、事業の点検・評価、市民意見の聴取等を経て、次年度以降の予算に反映させる仕組みとして、令和元

年度に「行革レビュー」を実施した。 

令和元年度・2 年度の集中取組期間で、総額 22 億 2,900 万円の効果見込み額となった。 

 

令和４年度以降の取り組み 

１ 持続可能な行財政運営を目指すために 

  社会情勢の変化や多様化していく市民ニーズに対応し、持続可能な行財政運営を目指すため、経営資源の最

適化に向けて、各所属が自ら事業の課題を分析して点検評価を行い、自律的な見直し・改善を図る取組として

事業評価を実施している。 

 

２ ２つの基本方針 

（１）行政の経営資源の最適化 

  財源・人材・施設などの行政の限られた経営資源を効果的に運用し、徹底的な無駄の排除による効率化を図

る。 

（２）時代の変化をとらえる 

  時代の変化を的確にとらえ、事業や仕事のこれまでのやり方を変えていく。 

また、多様化する市民ニーズ、高齢化のさらなる進行などの社会情勢の変化に対応する。 
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２ 総合計画                【政策企画課】  

 

１ 策定の経緯 

 本市では、昭和５４年（１９７９年）に「品格のある文化都市・船橋」をまちづくりの目標に掲げた「船橋

市基本構想」を策定した。その後、基本構想を実現するための基本政策を定めるものとして、昭和５８年（１

９８３年）に「活力ある近代的都市」を都市づくりの目標とした第一次基本計画を、さらに平成３年（１９９

１年）には「豊かで住みよい国際都市」を都市づくりの目標とした第二次基本計画を策定した。これらに実施

計画を加えた計画体系を第１次総合計画という。 

  「生き生きとしたふれあいの都市・ふなばし」をまちづくりの目標とする基本構想は、平成３２年度までの

長期ビジョンとして、平成１２年３月２７日の市議会での議決を経て策定された。この基本構想を実現するた

めの基本的な施策を体系的に定めた基本計画については、平成１２年度から平成２３年度までを前期基本計画

として策定した。また、平成２４年度から平成３２年度までを後期基本計画として平成２３年９月２９日の市

議会での議決を経て策定した。これらに実施計画を加えた計画体系を第２次総合計画という。 

第３次総合計画については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、策定時期を１年間延期し、令和４

年度を始期とすることとなった。このことに伴い、令和３年度に空白期間が生じないよう、基本構想の目標年

次を１年間延長することとなった。また、これに併せて後期基本計画の期間について、令和３年３月２４日の

市議会での議決を経て、１年間延長することとした。 

令和４年度から１３年度までを計画期間とする第３次総合計画については、令和元年６月に設置された総合

計画に関する調査研究特別委員会において調査研究が行われ、「人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋」を将

来都市像とする基本構想について令和３年１２月２１日の市議会での議決を経て、基本構想を実現するための

基本的な施策を体系的に定めた基本計画とともに、令和４年３月に策定した。 

 

２ 総合計画の構成 

第３次総合計画は、「基本構想―基本計画―実施計画」の３層構成とする。また、計画策定の前提として、

序論の中で、本市の特性と現状及び、社会経済情勢、そこから見えてくる発展の可能性（強み）と重点課題（弱

み）を整理している。 

「基本構想」は、将来の本市のあるべき姿を示すとともに、まちづくりの基本的な方向性を明らかにし、市

政運営の指針とするものである。将来に向けたまちのイメージを市民と広く共有できるように設定する「将来

都市像」、本市のまちづくりの基本的な方向性として掲げ、各分野横断的な目標とする「めざすまちの姿」、計

画の推進に当たり、各分野のまちづくりにおいて共通して踏まえるべき事項となる「基本姿勢」を示している。 

「基本計画」は、基本構想を実現するための基本的な施策を体系的に定め、市政運営を総合的かつ計画的に

進めていくためのものである。施策体系を整理し、基本施策ごとに現状と課題を分析し、それを踏まえ、将来

に向けて必要な施策の方向を示している。 

「実施計画」は、基本計画で定めた施策を計画的かつ効率的に実施するために具体的な事業を示すものであ

る。市の重点課題の解決や市の将来の発展に寄与し、重点的に推進する事業を中心に位置付けている。 

第３次総合計画の基本構想及び基本計画の計画期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間として

いる。基本計画は計画策定後の市政運営の状況や社会経済情勢の変化等により、必要に応じ、見直しを行うも

のとしている。また、実施計画の計画期間は３年間とし、毎年度事業の追加や見直しを行うローリング方式と

する。 
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３ 基本構想 

以下に基本構想の抜粋を掲載する。 

 

（１）将来都市像 

 市民と広く共有できる将来に向けたまちのイメージとして、本市の将来都市像を次のとおり設定します。 

 

人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋 

 

 本市は、千葉県北西部に位置し、東京湾に面する沿岸部には貴重な干潟「三番瀬」、内陸に向かって、工業地

や商業地、住宅地、農地、緑地が広がっています。 

多彩な産業の発達、充実した鉄道網、海や川、緑などの恵み豊かな自然環境―。 

日々の暮らしの中で、都市の賑わいや利便性とともに、自然の安らぎを享受できることが本市の大きな特徴と

言えます。 

昭和１２（１９３７）年に人口約４万３千人のまちとして誕生した船橋市は、今では６４万人を超える市民が

暮らす全国有数の都市へと発展を遂げています。 

船橋で生まれ育った人も、市外から船橋を選んで移り住んだ人も、この地に住むことを誇りに感じ、いつまで

も住み続けたいと思えるようなまちづくりを進めていかなければなりません。 

 

まちの主役は「市民」です。 

本市のまちづくりは、それぞれの時代に様々な立場の市民によって支えられてきました。 

市民一人一人がそれぞれの個性と能力を発揮し、地域や学校、産業、文化、スポーツなど多彩なフィールドで

活動しています。その中で、人と人がお互いを認め合い、支え合いながら、ふれあいの心にあふれるまちを築い

てきました。 

 

「まち」では、市民が暮らし、学び、働き、憩うといった様々な生活が繰り広げられています。市民だけでな

く、仕事や買い物で市外から訪れる人も多く、まちには船橋に集う人々の活発な交流が生まれています。 

先人から引き継いできたまちの歴史や文化に触れる中で、「ふるさと船橋」への思いを大切にしながら、日々

の生活や活動を通じて、新しい文化や交流が生まれ、次の世代へバトンをつないでいます。 

 

市民を含め、船橋に関わるすべての「人」が自分らしく生き生きと輝くことで、人々から笑顔があふれます。

そして、まち中に笑顔の輪が広がることで、「まち」がさらに活気づきます。 

このようなまちを目指し、本市の将来都市像を「人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋」と定め、まちづくり

を推進していきます。 

 

（２）めざすまちの姿 

本市の強みを伸ばし、課題を克服するためのまちづくりの基本的な方向性として５つの「めざすまちの姿」を

掲げ、各分野横断的な目標とします。 
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○一人一人が自分らしく輝くまち 

市民活動の輪は、地域や学校、産業、文化、スポーツなど様々な分野で広がりを見せており、市民の活躍がま

ちの活性化や発展につながっています。 

様々な活動や交流の輪の中で、市民一人一人が持つ経験や能力を最大限に発揮するためには、年齢や性別、障

害の有無、国籍などに関わらず、お互いの個性や価値観を理解し、尊重し合うことが何よりも大切です。 

市民が生涯にわたって、ライフステージに応じた生き方や学び方、働き方を選択することができる環境づくり

を推進するとともに、人権や多様性を尊重する意識の醸成を図り、「一人一人が自分らしく輝くまち」を目指し

ます。 

 

○住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち 

生き生きとした心豊かな生活を送るためには、市民一人一人が健康であることが何よりも大切です。そして、

安心できる暮らしには、子供から高齢者まで支えが必要なときに、誰もがその状況に合った適切なサービスや支

援を受けられることが欠かせません。 

安心して子供を産み育てることができる環境の整備や、生涯にわたる健康づくりのサポート、高齢者や障害の

ある人、複雑化・複合化した課題を抱える人などに寄り添った包括的な支援の充実などに取り組みながら、身近

な地域で市民同士がお互いに支えあう地域づくりを推進し、「住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち」

を目指します。 

 

○活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち 

住む人や働く人、訪れる人など、人が集まるまちには活力が生まれ、その活力がまちの魅力を高め、さらに人

を集めるという好循環を生み出します。 

 本市に関わる人が長い歴史の中で培ってきた伝統や文化、スポーツ、産業のほか、本市の自然環境など、様々

な分野において、人を惹きつける魅力的な地域資源を有しています。 

このような多彩な地域資源を活かしながら、新たな賑わいや価値を創出するまちづくりに取り組み、将来にわ

たって、市民に愛され、市外からも多くの人が集まる「活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち」を目指します。 

 

○快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 

公共交通や商業、医療、教育などの都市機能の充実がもたらす生活の利便性と、海や川、緑地など恵み豊かな

自然がもたらす安らぎの両面を享受できる暮らしは、本市の魅力のひとつです。 

このような都市と自然が調和した暮らしを次世代へ引き継いでいかなければなりません。 

 都市機能の維持や向上、良好な道路交通環境の整備などに努めるとともに、自然環境の保全や創出、環境に配

慮したライフスタイルや事業活動への転換などを図り、「快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち」を

目指します。 

 

○命と暮らしを守る強靭なまち 

地震や風水害等の自然災害、大規模火災、犯罪の発生及び感染症の感染拡大など、市民生活を脅かす非常事態

は、いつ、どこでも起こりうるものです。 

このような危機意識を市民と共有するとともに、被害を防止・軽減するまちづくりを着実に推進していかなけ

ればなりません。 

平時から、市民と行政が一体となって、災害や犯罪に強い地域づくりや、緊急時における効果的な情報の収集・
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伝達手段の強化に取り組むほか、危機管理体制の強化や、自然災害の被害を軽減するための都市基盤整備などを

推進し、「命と暮らしを守る強靭なまち」を目指します。 

 

（３）基本姿勢 

総合計画の推進にあたって、各分野のまちづくりにおいて共通して踏まえるべき事項を基本姿勢として設定し

ます。 

 

○多様な主体との協働 

 地域課題や市民ニーズが複雑多様化する中、行政の力だけで将来都市像やめざすまちの姿を実現できるもので

はありません。 

行政、市民、団体、事業者等の多様な主体が、あらゆる分野において、お互いの立場を理解し対等な関係で、

それぞれの強みを活かしながら、連携・協力することが大切です。 

市民や団体、事業者等がそれぞれの分野で活躍できる環境づくりとともに、組織や既存の枠組みを超えて、市

政や地域づくりに参画しやすい仕組みづくりを進め、地域の多様な力を活かしたまちづくりに取り組みます。 

 

○持続可能な行財政運営 

本市の財政状況の見通しが大変厳しい状況にあっても、将来にわたって必要な行政サービスを安定的に提供し

続けなければなりません。このためには、財源や人材、施設等の限られた経営資源を有効活用し、持続可能な行

財政運営を確立していくことが求められます。 

施策・事業の推進にあたっては、財源や人材を重点的に投入する「選択と集中」とともに、課題の解決・改善

につながり効果を上げる「実効性の確保」を重視していきます。 

 また、市民サービスの向上と行政コストの削減に向けて、デジタル化を推進しながら、業務の効率化や職員・

組織体制の見直し、施設総量の最適化などに取り組みます。 

 

 

３ 令和５年度市政執行方針         【政策企画課】  

 

本日ここに、令和５年第１回市議会定例会を招集し、提案いたしました諸案件のご審議をお願いするに当たり、

令和５年度の市政執行方針について所信を申し述べます。 

 

１．はじめに 

 

新型コロナウイルスの感染者が国内で確認されてから、３年が経過いたしました。 

この間、社会は大きく変化し、さらにロシアによるウクライナ侵攻があり、これに伴うエネルギーや食料品等

の価格高騰という新たな課題にも直面しています。 

社会は今、不安定で、将来を見通すことが大変難しい状況に置かれています。 

そのような中にあっても、市政は市民生活に直結しているものであり、様々な課題や状況を的確に捉え、迅速

に対応するとともに、将来にわたって継続的に手掛けていくべき数多くの取り組みもしっかりと進めていかなけ

ればなりません。 
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令和５年度は、船橋市の今後１０年、２０年、さらにその先の将来を見据えた中で、まちの新たな基盤となる

取り組みを進める非常に重要な１年となります。 

行政が果たすべき使命をしっかりと遂行できるよう、市政運営に取り組んでまいります。 

 

昨年の市政を振り返りますと、新型コロナウイルス感染症への対応では、感染拡大が繰り返される中、医療提

供体制の確保とともに、ワクチン接種体制の整備など、感染症対策に継続的に取り組んできました。また、新型

コロナ抗原定性検査キットの購入費用の助成を行い、医療機関の負担や市民の不安の緩和を図りました。 

こうした取り組みを進めることができたのも、医師会など医療関係者をはじめ、市民や事業者など多くの皆様

のご尽力、ご協力のおかげであり、改めて感謝申し上げます。 

ウクライナから市内へ避難してきた方に対しては、国際交流協会等の協力を得ながら、見舞金の支給や住まい

の確保などの支援を実施しました。 

物価高騰に対する市独自の支援としては、低所得、子育て、及び若者単身世帯に対し、おこめ券を配布したほ

か、エネルギーや肥料・農業資材等の価格高騰の影響を受ける市内事業者や農家に対し、補助を行いました。 

これらの緊急性の高い課題への対応とともに、本市の未来に向けた取り組みも進めてまいりました。 

本市の市政運営の指針となる第３次船橋市総合計画を策定し、新たな将来都市像である「人も まちも 輝く 笑

顔あふれる 船橋」の実現に向けたまちづくりがスタートしたほか、都市計画マスタープランなど各分野におい

ても多くの計画を策定しました。 

環境分野では、脱炭素社会の実現に向け、ゼロカーボンシティ推進室を設置したほか、事業者と連携した新た

な事業も開始し、ゼロカーボンに向けた取り組みをスタートさせました。 

防災の分野では、高潮や津波から市街地を守る海老川水門や船橋排水機場などの海岸保全施設の整備が、３月

に国の直轄事業として採択され、これにより強靭なまちづくりに向けて大きく前進することとなりました。 

臨海部の玄関口にふさわしい魅力あるまちを形成することを目的としたＪＲ南船橋駅南口市有地の活用では、

８月に新たな駅前広場の供用を開始しました。 

海老川上流地区のまちづくりでは、土地区画整理組合の設立や、東葉高速線の新駅の設計など、ふなばしメデ

ィカルタウン構想の実現に向けた動きが具体化しました。 

こうした中、文化やスポーツの分野では明るい話題も多くありました。市立船橋高等学校野球部の１５年ぶり

の甲子園出場や、同校体操競技部の全国大会三冠達成、小・中学校の音楽分野での全国レベルの活躍など、船橋

の子供たちが大きな輝きを放ちました。 

また、本市を拠点に活動するバスケットボールの千葉ジェッツふなばしと、ラグビーのクボタスピアーズ船

橋・東京ベイも国内最高峰の舞台で存在感を示してくれました。 

このほか、１０月にはふなばしミュージックストリートを、そして今年に入り、先日は千人の音楽祭を、３年

ぶりに多くの来場者が訪れる中で開催することができました。 

文化やスポーツは、困難な時代にあっても市民に勇気や感動を与えてくれる存在であることを改めて感じてい

ます。 

 

２．本市を取り巻く社会情勢と今後の展望 

 

本市を取り巻く社会情勢に目を向けますと、日本全体の少子化は予想を上回るペースで進行しているほか、児

童虐待や貧困、本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話等を日常的に行っているヤングケアラ

ーなど、子供たちやその家庭を取り巻く深刻な課題が顕在化しています。また、ダブルケアや、いわゆる８０５
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０問題、孤独・孤立など、支援を必要とする方の背景が複合化・複雑化するケースが増加しています。 

国において設置されるこども家庭庁の動向も踏まえ、こうした課題に的確に対応するため、健康福祉局内の組

織を見直し、関連する複数の分野が連携する包括的な支援や、子供の視点に立った支援などに取り組んでいきま

す。 

地球温暖化の影響と考えられる世界的な気候変動問題は、喫緊の課題となっており、本市でも、温室効果ガス

の削減目標に向け、市民や事業者と一体となって取り組んでいきます。 

コロナ禍を契機として、デジタル技術の活用やオンライン化が進み、社会のあり方や産業構造が変化する新し

い時代が到来しています。 

本市においても、市民サービスの向上、及び業務の効率化の両面から自治体ＤＸをさらに推進していきます。 

東日本大震災以降、大規模地震だけでなく、台風や豪雨による災害も頻繁に発生し、全国各地で甚大な被害が

生じています。 

市民の皆様と危機意識の共有を図りながら、自助・共助・公助を適切に組み合わせたハード・ソフトの両面か

ら、防災・減災に向けた具体的な対策を着実に進めていきます。 

地域課題や市民のニーズが多様化する中、企業や大学等の事業者との連携の重要性が高まっています。 

事業者が持つ独自のアイデアやノウハウをまちづくりに効果的に活かせるよう、事業者からの提案を一元的に

受け付ける公民連携窓口を設置し、新しい形の公共サービスの創出を図ります。 

令和５年度は、こうした社会情勢を踏まえた対応とともに、本市の特徴を活かして、暮らしやすさや、まちの

にぎわいをさらに高めることができるよう、様々な施策を展開してまいります。 

 

３．令和５年度予算について 

 

令和５年度の一般会計予算案の総額は、前年度比２．８パーセント減となる２，２３９億円を見込みました。 

予算案では、「人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋」の実現に向け、地域の課題や多様化する市民ニーズに

的確に応えながら、子供たちの未来につながる子育て支援・教育施策のさらなる充実や、環境問題への対応、都

市基盤の整備など、本市の将来を見据えた中で今取り組むべき施策を中心に予算を配分しました。 

新型コロナウイルス感染症につきましては、感染症法上の位置づけを、５月８日に２類相当から５類へ移行す

ることが国において決定されました。 

ワクチン接種や患者への対応など今後の状況は不透明ですが、ワクチン接種体制の確保や、患者に適切な医療

を提供するために必要な予算を配分しています。 

また、公共施設の電気・ガス料金の高騰に対応しつつ、持続可能な行財政運営に向けて、財源調整基金からの

繰り入れを３１億円に抑えました。 

このほか、本市の文化振興のさらなる充実を図るため、文化振興基金から元金を取り崩して文化振興事業の財

源に充てることができるように運用を見直します。 

  

これから令和５年度に実施する事業について、新規・拡大事業を中心に申し述べます。 

 

〇自治体ＤＸの取り組み 

 

はじめに、自治体ＤＸに関する取り組みです。 

市民の利便性向上を図るため、マイナンバーカードを活用し、コンビニエンスストアで取得できる証明書の範



企画財政部 

 

88 

 

囲を拡大します。 

また、公立保育園において、園と保護者の情報共有のほか、園児の登退園や出欠席のデータ管理などが可能と

なる保育ＩＣＴシステムを導入し、保護者の利便性向上、及び事務負担の軽減を図ります。 

市民の関心の高い防災分野では、災害の種別ごとに紙などで作成しているハザードマップをデジタル化するこ

とにより、情報の集約を図ります。 

これらの取り組みは市民サービスの向上のみならず、業務の効率化にも資するものであり、自治体ＤＸでは両

面の視点が重要となります。 

庁内の業務ネットワークについて、クラウド化による災害時における業務の継続性の強化、テレワーク等の利

用促進による職員の多様な働き方の実現、運用の効率化などを図るため、ネットワークを再構築し、令和６年度

からの運用開始に向けた準備を進めていきます。 

 

続いて、第３次総合計画の基本構想でお示ししている「めざすまちの姿」に沿って申し述べます。 

 

（１） 一人一人が自分らしく輝くまち 

 

まず、「一人一人が自分らしく輝くまち」です。 

学校教育や生涯学習の分野において、学びや活動機会のさらなる充実を図ります。 

学校教育の環境整備につきましては、熱中症対策として、市立小・中・特別支援学校、及び市立船橋高等学校

の体育館等に大型冷風機を設置します。 

また、老朽化した海神中学校の北東校舎について、同校敷地内での建て替えに向けて設計に着手します。 

さらに、市立船橋高等学校に生徒が使用する学習用タブレット端末を整備します。 

発達障害など配慮が必要な児童生徒や、不登校の児童生徒が増加しており、学校現場においては子供たち一人

一人の状況に寄り添った支援が求められています。 

障害のある児童生徒への支援につきましては、二和・古和釜・芝山西小学校、及び葛飾・湊中学校に自閉症・

情緒障害の特別支援学級を新たに開設します。 

また、小・中学校に配置している支援員を増員し、障害のある児童生徒一人一人に対する適切な支援の充実を

図ります。 

児童生徒の不登校への対応につきましては、現在峰台小学校内に設置している不登校児童生徒を支援する教室

「ひまわり」の利用者が増加していることから、令和６年度から古和釜中学校内に新たな教室を開設するための

改修等を行います。 

県内最大級の規模を誇るプラネタリウム館につきましては、開館から３５年を迎え設備が老朽化していること

から、投影機及び座席等を更新します。 

文化・芸術の分野につきましては、市民ボランティアによる実行委員会と行政が協働して開催しているふなば

し音楽フェスティバルについて、令和５年度は、千葉県誕生１５０周年記念事業に合わせて実施内容の充実を図

ります。 

また、市所蔵作品のアートカードを利用し、子供たちの観察力や思考力、表現力を育む対話型鑑賞教育事業等

を実施する文化・スポーツ公社に対し、事業費を助成します。 

スポーツの分野につきましては、「スポーツ健康都市宣言」が本年で４０周年を迎えることを記念して、子供

から大人までスポーツに触れ合えるイベントを開催します。 

また、障害者スポーツの振興のため、サウンドテーブルテニス用の卓球台を総合体育館に設置します。 
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さらに、法典公園の球技場については、人工芝の張り替え、及び防球ネットの増設等を行います。 

 

（２） 住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち 

 

２番目は「住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち」です。 

安心して子供を産み育てることのできる環境を整備することはますます重要となっています。 

母子への支援につきましては、出産後に家族等からの支援が十分でなく、心身の疲れなどがある方を対象に実

施している産後ケア事業について、宿泊型・通所型に加えて、訪問型を新たに実施します。 

保育所等の環境整備につきましては、保育中の子供の安全を確保するため、民間の保育所等に対し、園外活動

の見守り等を行う保育支援者の配置に係る費用を補助します。 

また、公立保育園を利用する家庭の利便性向上や負担軽減を図るため、保育ＩＣＴシステムを導入するほか、

紙おむつの持ち帰りを廃止し無料で処分します。 

子供たちや家庭を取り巻く諸課題への対応につきましては、ヤングケアラーと考えられる子供たちを支援につ

なげるため、子供たちが相談しやすいＬＩＮＥを使ったＳＮＳ相談を開始するとともに、社会福祉士等のコーデ

ィネーターを配置し、関係機関と連携しながら子供たちに寄り添います。また、ヤングケアラーの周知啓発を図

るため、関係機関に対する講習会や研修会を実施します。 

児童生徒が抱える諸課題を福祉の面から解決する役割を担うスクールソーシャルワーカーが、学校とより連携

して支援に取り組めるよう、勤務日数を拡大し、中学校等を拠点に週１回勤務できる体制にします。 

現在整備を進めている児童相談所につきましては、令和８年４月の開設に向けて、実施設計を完了し、建設工

事に着手します。 

子供の医療に係る負担軽減を図るため、子ども医療費助成制度の対象者を高校生まで拡大します。また、１つ

の医療機関について月毎に入院は１０日、通院は５回を超えて以降の自己負担額を無料とします。 

支援を必要とする方の複合化・複雑化した課題やニーズに対応するため、包括的な相談支援や、複数の相談窓

口による支援の役割等の調整のほか、社会や地域とのつながりを作るための支援などを一体的に行う重層的支援

体制整備事業を実施します。 

犯罪をした人の再犯防止は、安全・安心な地域社会の実現に向けた重要な課題であり、そうした人が再び罪を

犯すことなく、地域社会の一員として円滑に社会復帰できるよう、再犯防止推進計画を策定します。 

がん患者の精神的・経済的な負担を軽減し、社会生活を支援するため、医療用ウィッグ及び胸部補整具の購入

費を助成します。 

地域づくりのために中心的な役割を果たしている町会・自治会の活動を支援するため、町会・自治会に対する

交付金を１世帯あたり３７０円から４２０円に増額します。 

また、広域的な地域活動の活性化を図るため、地区連絡協議会に対し活動に係る費用を新たに補助します。 

 

（３） 活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち 

 

３番目は「活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち」です。 

ふなばしメディカルタウン構想の実現を目指している海老川上流地区のまちづくりにつきましては、土地区画

整理事業の支援を行うほか、東葉高速線の新たな駅施設の設計に係る費用等を負担します。 

また、同地区内への移転建て替えを行う市立医療センター及びドクターカーを配置している救急ステーション

について、実施設計及び用地取得を行います。 
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ＪＲ南船橋駅南口市有地につきましては、臨海部の玄関口としてふさわしい賑わいの創出や回遊性の向上を図

るため、道路や広場、商業施設の整備など、事業者と連携してまちづくりを進めていきます。 

国家公務員宿舎二和住宅跡地を含む市有地の活用につきましては、二和向台駅の駅前ロータリーをはじめとし

た都市機能の充実を図る土地活用に向けて、道路の予備設計、及び既存建物の解体設計を行います。 

地方卸売市場の施設再整備につきましては、冷蔵庫棟及び関連店舗棟の建て替えに向けた基本設計及び実施設

計等を引き続き実施します。 

市内外から多くの人が訪れるふなばしアンデルセン公園につきましては、同公園のシンボルである風車の改修

工事をデンマークの技師を招いて実施します。 

 

（４） 快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 

 

４番目は「快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち」です。 

ゼロカーボンシティの実現に向けましては、市民や事業者と課題や目的を共有しながら、一体となって取り組

んでまいります。 

昨年高瀬下水処理場で開始した清掃工場の廃棄物発電の余剰電力を活用した自己託送につきましては、市役所

本庁舎を送電対象の施設に加えます。 

また、事業者との連携により避難所等の公共施設に太陽光発電設備と蓄電池を設置する事業につきましては、

引き続き整備を進めます。 

一般住宅向けの支援につきましては、太陽光発電設備や省エネルギー設備の設置に係る費用助成を引き続き実

施します。また、電気自動車や充電設備の購入費用への助成について、助成対象を拡大して実施します。 

公用車につきましては、令和５年度以降に更新する際は、原則ハイブリッド車等に切り替えます。 

事業者の環境への取り組みの強化に向けましては、専門家が事業所におけるエネルギーの利用状況などを分析

し、省エネの最適化に向けた提案を行う費用を助成し、事業者から排出される温室効果ガスの削減を促進します。 

 道路整備は、市民ニーズの高い施策となっており、着実な取り組みを進めてまいります。 

 道路ネットワークの基幹となる都市計画道路につきましては、３・３・７号線の海神工区や、３・４・２０号

線、３・４・２５号線の高根台工区等において引き続き用地取得を進めます。また、３・３・７号線の本町及び

旭町工区の概略設計を行います。 

歩行者の安全性向上を図るため、小栗原架道橋東側への新たな歩道橋の設置や、京成西船駅東側の踏切の拡幅

を引き続き実施します。また、一定の区域において時速３０キロの速度規制と、狭さく等の物理的な対策を組み

合わせたゾーン３０プラスを中野木地区に整備します。 

鉄道やバス利用者等の乗り換えの円滑化や、安全な移動を確保するため、高根公団駅の駅前広場の改修工事に

向けた協議を進めるほか、ＪＲ津田沼駅北口のペデストリアンデッキにエレベーターを設置するための概略設計

を行います。 

自転車の利用を促進するため、事業者と共同で実施しているシェアサイクルについて、サイクルポートを増設

し、事業範囲を拡大します。また、放置自転車を減少させるため、ＪＲ津田沼駅北口に新たに駐輪場を整備しま

す。 

市民の憩いの場となる公園の整備につきましては、飯山満土地区画整理事業地内に整備する公園の実施設計、

及び三山８丁目の公園用地の取得を行います。 

生活環境の向上、及び水質の保全を図るため、日の出・二和東・藤原・馬込地区等において汚水管の整備を進

めます。 
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（５） 命と暮らしを守る強靭なまち 

 

５番目は「命と暮らしを守る強靭なまち」です。 

地震や局所的な豪雨などによる被害を軽減するため、都市基盤の強靭化に計画的に取り組んでまいります。  

橋りょうの整備につきましては、新船橋橋の架け替え工事を引き続き進めるほか、西船歩道橋や印内歩道橋等

の耐震補強及び補修を行います。 

大雨による浸水被害を軽減するため、山手・湊町・西習志野地区等において雨水管の整備を進めます。また、

排水機場の老朽化対策工事を行います。 

河川整備につきましては、準用河川駒込川の整備を引き続き進めます。 

高齢者や障害のある方など、災害時に自力で避難することが難しい避難行動要支援者への支援の実効性を高め

るため、支援する人や避難先、避難時に配慮が必要な事項などをあらかじめ整理する個別避難計画を順次作成し

ていきます。 

避難所につきましては、すべての宿泊可能避難所において、避難者がＷｉ－Ｆｉを利用できる環境を整備しま

す。マンホールトイレにつきましては、高根小学校の５基、及び令和４年度３月補正予算で計上する湊中学校の

５基、御滝中学校の７基を併せて整備します。 

 消防・救急体制の強化につきましては、老朽化が進んでいる消防局庁舎を国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地に

移転建て替えするための基本設計及び実施設計を行います。また、増加する救急需要に対応するため、令和６年

４月から救急隊を１７隊体制とする準備を進めます。 

 

４．「つながり」が創り出す船橋の未来 

 

 新型コロナウイルス感染症によって、人と人との関わりを持つことが難しい時期が続いてきた今、市民や地域

の持つ力を未来に向けて再生させるためには、町会・自治会活動をはじめとした地域のつながり、文化やスポー

ツを通じたつながりのほか、分野を越えた横のつながりをさらに広げていくことが何よりも重要です。 

本市の人口は６４万人を超え、中核市最多を誇ります。まちの主役は市民であり、本市のまちづくりは、それぞ

れの時代に様々な分野の市民の皆様によって支えられてきました。 

まちを支え、まちで活躍する市民の力は、本市のまちづくりの根幹であり、最大の強みです。 

本年は、本市が昭和５８年に「スポーツ健康都市宣言」を行って４０周年を迎える記念の年となります。これ

は、まちづくりの基本である市民相互のコミュニケーションを、スポーツを通じて創っていきたいという思いか

ら宣言されたものです。 

この４０年間、地域のスポーツリーダーをはじめ、多くの市民の皆様と行政が連携しながら、スポーツを原動

力とした地域づくりが進められ、素晴らしいアスリートも育まれてきました。 

改めて「スポーツ健康都市宣言」の意義を市民の皆様と共有し、年齢や障害の有無に関わらず、誰もがスポー

ツに親しめる環境づくりをより一層進めるとともに、スポーツのみならず文化活動等を通じて本市に根付いてき

た市民の皆様のつながりを未来に引き継いでいかなければならないと考えています。 

私は、市長就任以来、人と人とのつながりを大切にし、そのつながりから生まれる思いや力を集約して、子供

たちの未来につながる施策の推進を念頭に置いたまちづくりに取り組んできました。 

こうした姿勢を基本としながら、市民の課題に寄り添ったきめ細かい対応や、船橋の将来につながる取り組みな

ど、時代の変化を的確に捉えた施策を展開し、船橋がさらに発展していけるよう、全力で市政運営に取り組んで

まいります。市民の皆様、並びに議員の皆様のご理解とご協力を、心よりお願い申し上げます。 
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４ 令和５年度主要事業及び新規・継続施策  【政策企画課】  

 

※各事業は「令和５年度（２０２３年度）当初予算案の概要」（令和５年２月）より抜粋 

※部署名は令和５年２月時点 

 

令和５年度（２０２３年度）当初予算に係る主要事業 

※予算額は千円未満を切り上げて記載 

※右端の頁は「予算参考資料」の頁を表している 

※ここで紹介する事業には、複数の事業の組み合わせや、事業の一部で構成されているものもあるため、予算

額や事業名が「予算参考資料」とは必ずしも一致しない 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

 

○新型コロナウイルス感染症予防接種事業 

健康づくり課（３，０２４，９６４千円）６５頁 

 新型コロナウイルス感染症対策のため、新型コロナウイルスワクチンの予防接種を実施します。 

 

○新型コロナウイルス感染症対策事業 

保健総務課（２，７２５，００３千円）６５頁 

新型コロナウイルス感染症患者に適切な医療を提供するため、相談・診療・検査等を実施します。 

 

自治体ＤＸに向けた取り組み 

 

○税務システム・証明書コンビニ交付システムの改修 新規 

デジタル行政推進課・税務課（２０，６９４千円）３３頁 

マイナンバーカードを利用して夜間や休日でもコンビニエンスストアで市県民税課税（非課税）証明書を取得

できるよう、税務システム・証明書コンビニ交付システムを改修します。 

 

○保育 ICT システムの導入 新規 

デジタル行政推進課・公立保育園管理課（１５，６０９千円）３３頁 

保護者の利便性向上及び公立保育園の事務負担の軽減を図るため、登退園や出欠席の管理、連絡帳等をデジタ

ル化する保育 ICT システムを導入します。 

 

○ハザードマップのデジタル化 新規 

危機管理課（２，７５０千円）３５頁 

 各種ハザードマップについて、洪水・内水・高潮・津波・土砂災害などの様々な災害情報を集約するとともに、

迅速に情報更新できるよう、デジタル化した Web 版ハザードマップを整備します。 
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○庁内ネットワークの再構築 新規 

デジタル行政推進課（２３，３４７千円）３３頁 

クラウド化による災害時の業務の継続性の強化や、テレワーク等が利用しやすい環境整備による職員

の多様な働き方の実現、運用の効率化を図るため、庁内の業務ネットワークを再構築します。 

 

① 一人一人が自分らしく輝くまち 

 

〇大型冷風機の購入 新規 

保健体育課（２３，７９０千円）１０９頁 

 夏季の熱中症対策として、小・中・特別支援学校及び市立船橋高等学校について、体育館及び武道室

等に大型冷風機を設置します。 

 

〇海神中学校校舎建替事業 新規 

施設課（４３，７４７千円）１０３頁 

 老朽化した海神中学校の北東校舎について、同校敷地内で建て替えを実施します。令和９（2027）年

度に供用開始するため、令和５（2023）年度は、敷地測量及び基本設計を行います。 

 

〇市立船橋高等学校 ICT 環境整備事業 拡大 

市立船橋高等学校（６，２５１千円）１０３頁 

 ＧＩＧＡスクール構想を実現するため、市立船橋高等学校に生徒が使用する学習用タブレットを整備

します。 

 

〇学校運営協議会運営事業 拡大 

指導課（１，５７５千円）９７頁 

 保護者や地域住民等、地域と一体となってより魅力ある学校づくりを進めることができるよう、モデ

ル校４校（宮本小学校、峰台小学校、市場小学校、宮本中学校）に設置した学校運営協議会について、

令和６（2024）年度全校設置に向けて、設置校を 45 校に拡大して実施します。 

 

〇特別支援学級の整備 拡大 

総合教育センター（４２，６６０千円）９９頁 

 特別支援学級の児童生徒の増加に対応するため、二和・古和釜・芝山西小学校及び葛飾・湊中学校に

特別支援学級（自閉症・情緒障害）を設置します。 

 

〇支援員配置事業 拡大 

総合教育センター（３６１，８３３千円）９９頁 

 障害のある子供が一人一人の障害の状態に応じ、学校において適切な教育的支援を受けられるよう配

置している支援員について、支援が必要な児童・生徒が増加していることから、15 人増員し 125 人配

置します。 
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〇適応指導教室運営事業 拡大 

総合教育センター（１３，４８１千円）９７頁 

 峰台小学校内に設置している不登校児童生徒を支援する教室「ひまわり」について、利用者が増加し

ていることから、令和６（2024）年度から古和釜中学校内に新たな教室を開設するための改修等を行い

ます。 

 

〇プラネタリウム館投影機及び座席改修 新規 

総合教育センター（２，１４８千円）９７頁 

 開館から 35 年を迎え設備等が老朽化したことから、投影機及び座席等を更新します。 

 

〇ふなばし音楽フェスティバル事業 拡大 

文化課（２１，０００千円）１０５頁 

多くの市民に音楽を楽しむ機会を提供し、文化・芸術による地域の活性化を図るため、市民ボランテ

ィアによる実行委員会と行政が協働して開催しているふなばし音楽フェスティバルについて、千葉県誕

生 150 周年記念事業に合わせて実施内容の充実を図ります。 

 

〇文化・スポーツ公社補助事業 新規 

文化課（２４，８９１千円）１０５頁 

 アートに触れる機会を創出するため、文化・スポーツ公社が行う小学校での対話型鑑賞教育授業や、

美術体験講座の事業費を助成します。また、安定的な法人運営を目的に、法人会計への助成を行います。 

 

〇スポーツ健康都市推進事業 新規 

生涯スポーツ課（３，１００千円）１１１頁 

 昭和 58（1983）年に行った「スポーツ健康都市宣言」40 周年を記念し、子供から大人までスポーツ

に触れ合えるイベントを開催します。 

 

〇障害者スポーツ振興事業 拡大 

生涯スポーツ課（４８０千円）１１１頁 

 障害者のスポーツ振興や誰もが楽しめるパラスポーツの推進のため、総合体育館（船橋アリーナ）に

サウンドテーブルテニス用の卓球台を設置します。 

 

〇法典公園整備事業 

公園緑地課（５７，９００千円）９１頁 

生涯スポーツ課（２９０，０００千円）１１１頁 

 法典公園（グラスポ）の球技場の人工芝張替、防球ネット増設及び管理棟エレベーター改修工事等を

行います。 
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② 住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち 

 

〇妊娠・出産支援事業 拡大 

地域保健課（５６，９２１千円）６３頁 

 出産後に家族等からの支援が十分でなく、心身の疲れなどがある方を対象に実施している宿泊型・通

所型の産後ケアに加え、訪問型の産後ケアを実施します。 

 

〇保育体制強化事業 新規 

保育認定課（１０５，２７０千円）５１・５９頁 

 保育中の子供の安全を確保するため、園外活動時の見守りを含む保育に係る周辺業務を行う保育支援

者について、配置に係る費用の一部を補助します。 

 

〇保育 ICT システムの導入【再掲】 新規 

デジタル行政推進課・公立保育園管理課（１５，６０９千円）３３頁 

 保護者の利便性向上及び公立保育園の事務負担の軽減を図るため、登退園や出欠席の管理、連絡帳等

をデジタル化する保育 ICT システムを導入します。 

 

〇公立保育園における紙おむつ処分料の無償化 新規 

公立保育園管理課 ５９頁 

 紙おむつの処分に係る保護者の負担軽減、及び衛生面の不安の解消を図るため、公立保育園において

紙おむつの持ち帰りを廃止するとともに、処分料を無償とします。 

 

〇ヤングケアラー支援事業 新規 

デジタル行政推進課（２，８２５千円）３３頁 

児童家庭課（１，４８８千円）５１頁 

 ヤングケアラーといわれる、本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話などを日常的

に行っている子供たちを支援につなげるため、子供たちが相談しやすい LINE を使った SNS 相談を開始

するとともに、社会福祉士等のコーディネーターを配置し、関係機関と連携しながら子供たちに寄り添

います。また、ヤングケアラーの周知啓発を図るため、関係機関に対する講習会や研修会を実施します。 

 

〇スクールソーシャルワーカー配置事業 拡大 

総合教育センター（５５，１６７千円）９９頁 

 社会福祉の専門的な知識・技術を持つスクールソーシャルワーカーに対する相談件数の増加に対応す

るため、拠点校に配置するとともに、勤務日数を拡大し、全中学校区に週１回勤務できるようにします。 

 

〇児童相談所整備事業 

家庭福祉課（５１，１３９千円）５７頁 

 児童虐待の未然防止から一時保護等の措置、在宅支援までを切れ目なく一貫して市が行うため、令和

８（2026）年度の開設に向けて市児童相談所の整備を進めています。令和５（2023）年度は、実施設計

を完了し、建設工事に着手します。 
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〇子ども医療扶助事業 拡大 

児童家庭課（２，３５９，２５０千円）５３頁 

 子供の保健対策の充実及び保護者の経済的な負担軽減を図るため、子ども医療費助成制度の対象者を

令和５（2023）年４月診療分から高校生まで拡大します。また、１人の子供が、１つの医療機関を利用

した際、月毎に入院は 10日、通院は５回を超えて以降の自己負担額が無料となる「月額上限設定」を、

令和５（2023）年８月診療分から導入します。 

 

〇出産・子育て応援事業 

地域保健課（４３６，９７１千円）６３頁 

 すべての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊婦や低年齢期の子育て家庭を対

象とした伴走型相談支援と、妊娠届出時に妊婦１人当たり５万円相当、出生届出後に新生児１人当たり

５万円相当の経済的支援を一体的に実施します。 

 

〇重層的支援体制整備事業 新規 

地域福祉課（５９，１９８千円）３９頁 

 地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応するため、相談支援（包括的相談支援事業、多機関

協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）、参加支援事業、地域づくり事業を一体的に実施

する包括的な支援体制を整備します。 

 

〇再犯防止推進計画の策定 新規 

地域福祉課（１，０２１千円）３９頁 

誰もが安全で安心して暮らせる社会の実現を目指し、犯罪をした者などが再び罪を犯すことなく、地

域社会の一員として円滑に社会復帰できるよう、再犯防止推進計画を策定します。 

 

〇がん患者支援事業 新規 

健康づくり課（５，９２０千円）６３頁 

 がん患者の精神的・経済的な負担を軽減し、社会生活を支援することを目的に、治療に伴う外見の変

化に対応するための医療用ウィッグ及び胸部補整具の購入費を助成します。 

 

〇町会自治会交付金事業 拡大 

自治振興課（８８，０１６千円）３５頁 

 市と町会・自治会との連携を図り、住みよい地域社会を形成するため、町会・自治会への交付金を１

世帯あたり 370 円から 420 円に増額します。 

 

〇地区連地域活動支援補助事業 新規 

自治振興課（１２，４８０千円）３５頁 

 広域的な地域活動の活性化を図るため、地区連絡協議会に対し、当該地域活動に係る費用の一部を助

成します。 
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③ 活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち 

 

〇「ふなばしメディカルタウン構想」に基づく海老川上流地区のまちづくり 

政策企画課（予算参考資料に記載なし） 

都市政策課（１，４４４，０７５千円）８７・８９頁 

 「ふなばしメディカルタウン構想」の実現を目指している海老川上流地区のまちづくりについて、引

き続き土地区画整理事業の支援を行うとともに、東葉高速鉄道株式会社が実施する駅施設の設計等に要

する費用を負担します。 

 

〇医療センター建替事業 

健康政策課（予算参考資料に記載なし） 

医療センター総務課（６，６３４，２５０千円）１４１頁 

 救急医療及びがん医療を主体とする高度な急性期医療を提供する船橋地域の中核病院である医療セ

ンターについて、さらなる機能強化を図るため、建て替えを進めています。令和５（2023）年度は、実

施設計及び用地取得を行います。 

 

〇救急ステーション建替事業 

消防局財務課（９９，４６０千円）９５頁 

 医療センター建て替えに合わせ、ドクターカーを配置している救急ステーションの建て替えを進めて

います。令和５（2023）年度は、実施設計及び用地取得を行います。 

 

〇JR 南船橋駅南口市有地活用事業 

政策企画課（予算参考資料に記載なし） 

道路建設課（１３１，３００千円）８３頁 

JR 南船橋駅南口市有地が有する高いポテンシャルを活用し、臨海部の玄関口としてふさわしい拠点形

成を含めた魅力的なまちづくりを実現するとともに、賑わいの創出や回遊性の向上を図るため、引き続

き道路工事を行うほか、事業者と連携してまちづくりを進めていきます。 

 

〇二和東５丁目市有地活用事業 新規 

政策企画課（１０，８００千円）３１頁 

道路計画課（１２，６００千円）８５頁 

 国家公務員宿舎二和住宅跡地を含む市有地において、都市機能の充実を図るため、二和向台駅前ロー

タリーの整備等、土地活用を推進します。令和５（2023）年度は、道路予備設計及び国家公務員宿舎二

和住宅跡地の建物の解体設計を行います。 

 

〇市場施設再整備事業 

地方卸売市場総務課（５０３，８１１千円）１３９頁 

 「船橋市地方卸売市場経営戦略」において策定した施設再整備計画に基づき、耐震性能が不足する施

設から優先的に更新整備を進めています。令和５（2023）年度は、引き続き冷蔵庫棟及び関連店舗棟の

基本設計及び実施設計等を行います。 
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〇ふなばしアンデルセン公園風車改修 新規 

公園緑地課（１３９，０００千円）９１頁 

 デンマークの技師に依頼し、風車（メルヘンの丘ゾーン）の回転機構及び老朽箇所の改修工事を行い

ます。 

 

④ 快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 

 

〇廃棄物発電を活用した自己託送実証事業 

環境政策課（予算参考資料に記載なし） 

 令和４（2022）年度に高瀬下水処理場で開始した、北部及び南部の両清掃工場の廃棄物発電の余剰電

力を活用する自己託送について、市役所本庁舎を送電対象の施設に加えます。これにより、エネルギー

の地産地消を図るとともに、その他必要となる残りの電力を再生可能エネルギー100％の電力で調達す

ることで、公共施設の使用電力の脱炭素化に向けた取り組みを進めます。 

 

〇避難所施設等への再生可能エネルギー設備導入等事業 

危機管理課・環境政策課（予算参考資料に記載なし） 

事業者との連携により、避難所等の公共施設へ太陽光発電設備と蓄電池の設置を引き続き進めます。

設備を設置した施設において、発電した電力を市が買い取り、公共施設で使用する電力の脱炭素化を図

るとともに、災害時における公共施設の電力の一部を確保します。 

 

〇太陽光発電システム・省エネルギー設備設置費補助事業 

環境政策課（２６，７５０千円）６９頁 

 温室効果ガスの削減を図るため、住宅における太陽光発電システム設備や省エネルギー設備設置費用

の一部を助成します。 

 

〇電気自動車・V2H 導入促進事業 拡大 

環境政策課（４，７５０千円）６９頁 

 温室効果ガス排出量の削減及び非常時における自立電源確保のため、令和４（2022）年度から開始し

た、電気自動車の購入及び V2H の設置に係る費用の一部助成に加え、プラグインハイブリッド自動車及

び集合住宅向け電気自動車充電設備も助成の対象とします。 

※V2H：電気自動車への充電や電気自動車から住宅への給電を行う機器 

 

〇省エネ最適化診断支援事業 新規 

環境政策課（２２５千円）６９頁 

 事業者の環境への取り組み強化のため、市内事業者に対し、専門家が実施する省エネ最適化診断に係

る費用を助成します。 

 

〇ごみ減量化対策事業 拡大 

クリーン推進課（１，１７０千円）７１頁 

 家庭から排出されるごみを削減するため、生ごみを堆肥化・減量化する容器の購入費用の一部助成に
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加え、処理機も助成の対象とします。 

 

〇街かど美化指導事業 新規 

クリーン推進課（５，８０７千円）７１頁 

 ごみ収集ステーションのごみの散乱防止及び清潔保持のため、ごみ収集ステーションの管理者または

使用者の代表者に、カラスよけネット及びほうき・ちりとりセットを貸与します。 

 

〇都市計画道路整備事業 拡大 

道路計画課（１３，３００千円）８５頁 

道路建設課（９０１，８５０千円）８９頁 

道路ネットワークの基幹となる都市計画道路の整備等を行います。 

 ３・３・７号線（南本町馬込町線）、３・４・20 号線（印内習志野台線）、３・４・25 号線（宮本

古和釜町線）、３・５・31 号線（西船橋駅印内線）の用地買収 

 ３・５・31 号線（西船橋駅印内線）の京成西船第２号踏切道の拡幅及び道路改良工事 

 ３・４・27 号線（前原東飯山満町線ほか１線）の橋りょう新設 

 ３・３・７号線（南本町馬込町線）の本町・旭町工区の概略設計 

 

〇歩道環境整備事業 

道路建設課（３２５，８００千円）８３頁 

歩行者の安全を確保するため、小栗原架道橋の東側に新たに歩道橋を設置するための工事を引き続き

実施します。また、高根公団駅前について、鉄道やバス利用者等の乗り換えの円滑化や安全な移動を確

保するため、駅前広場の整備に向けた協議を行います。 

 

〇生活道路安全対策事業 

道路建設課（１２，３００千円）８３頁 

生活道路における人優先の安全・安心な通行空間を確保するため、一定の区域で車両の最高速度を時

速 30 キロに制限する速度規制と、車両の通行部分を狭くする狭さくなどを用いた速度抑制を組み合わ

せた「ゾーン 30 プラス」について、中野木地区で整備します。 

 

〇JR 津田沼駅北口駅前エレベーター設置事業 新規 

道路計画課（２，４００千円）８５頁 

鉄道やバス利用者等の乗り換えの円滑化や安全な移動を確保するため、JR津田沼駅北口のペデストリ

アンデッキへのエレベーター設置に向けた概略設計を行います。 

 

〇シェアサイクル事業 拡大 

政策企画課（予算参考資料に記載なし） 

交通の混雑緩和、環境への負荷の低減、市民の健康増進などの効果が期待できる自転車利用を促進す

るため、令和４（2022）年度から民間事業者と共同で実施しているシェアサイクル事業について、サイ

クルポートを増設し、事業範囲を拡大します。 
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〇自転車等駐車場の整備 

都市整備課（２，３７１千円）８５頁 

放置自転車を減少させるため、JR津田沼駅北口の西側に機械式駐輪場を整備します。 

 

〇公園・緑地の整備事業 

公園緑地課（３７４，６２４千円）９１頁 

市民が身近な生活の中で豊かな緑を感じられるよう、二和さつき公園の拡張工事、飯山満土地区画整

理地内（仮称）１号公園の実施設計及び（仮称）三山８丁目公園等の用地取得を行います。 

 

〇下水道整備事業（汚水管渠整備） 

下水道建設課（４，６８５，１００千円）１４３頁 

生活環境の向上、公共用水域の水質保全を図るとともに、汚水処理の拡充を図るため、日の出・二和

東・藤原・馬込地区等において下水道（汚水管）の整備を進めます。 

 

⑤ 命と暮らしを守る強靭なまち 

 

〇新船橋橋架け替え及び耐震補強事業 

道路建設課（１０９，６３０千円）８３頁 

老朽化の激しい新船橋橋について、引き続き下り線下部工の工事を行います。 

 

〇橋りょう維持・耐震化事業 

道路維持課（２６５，５００千円）８３頁 

市内の跨線橋や緊急輸送道路に架かる橋など、重要な橋りょうの耐震化を図るとともに、「船橋市橋

梁長寿命化修繕計画」に基づき老朽化した橋りょうの補修を併せて行っています。令和５（2023）年度

は、引き続き西船歩道橋・印内歩道橋の工事を行います。 

 

〇下水道整備事業（雨水管渠整備） 

下水道建設課（６２８，０００千円）１４３頁 

大雨時における雨水出水を原因とした浸水被害を軽減させるため、山手・湊町・西習志野地区等にお

いて下水道（雨水管）の整備を進めます。 

 

〇一般排水機場整備事業 

下水道施設課（５７０，８９５千円）８７頁 

 供用開始から 40 年以上経過し、更新時期を迎えた排水機場設備の老朽化対策として、海神第二排水

機場においては非常用発電機の更新及びポンプ設備の設置、日の出第一排水機場においては非常用発電

機の更新を行います。 

 

〇ハザードマップのデジタル化【再掲】 新規 

危機管理課（２，７５０千円）３５頁 

各種ハザードマップについて、洪水・内水・高潮・津波・土砂災害などの様々な災害情報を集約する
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とともに、迅速に情報更新できるよう、デジタル化した Web 版ハザードマップを整備します。 

 

〇避難所施設等への再生可能エネルギー設備導入等事業【再掲】 

危機管理課・環境政策課（予算参考資料に記載なし） 

事業者との連携により、避難所等の公共施設へ太陽光発電設備と蓄電池の設置を引き続き進めます。

設備を設置した施設において、発電した電力を市が買い取り、公共施設で使用する電力の脱炭素化を図

るとともに、災害時における公共施設の電力の一部を確保します。 

 

〇避難行動要支援者支援事業 拡大 

地域福祉課（４，１２３千円）３９頁 

災害時に自力で避難することが難しい避難行動要支援者に対し、実効性の高い避難支援を行えるよう、

個別避難計画を順次作成していきます。 

 

〇防災備蓄品の整備 

危機管理課（４，９５０千円）３５頁 

すべての宿泊可能避難所において、避難者が Wi-Fi を利用できるよう、公衆無線 LAN のない避難所

に、Wi-Fi クラウドルーターを整備します。 

 

〇消防局庁舎建替事業 新規 

消防局財務課（４５，３４８千円）９５頁 

老朽化した消防局庁舎について、国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地に移転建て替えを実施します。令

和９（2027）年度に供用開始するため、令和５（2023）年度は、基本設計及び実施設計を行います。 

 

〇救急隊整備事業 拡大 

消防局財務課（４７，０４８千円）９５頁 

傷病者を迅速に搬送するため配備している、ドクターカーを含めた 16 隊の救急隊について、年々増

加する救急需要に対応するため、令和６（2024）年４月から 17 隊体制とする準備を進めます。 
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５ 令和５年度予算について           【財政課】 

 

令和５年度予算では、第３次総合計画基本構想で示す将来都市像「人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋」の

実現に向け、地域の課題や多様化する市民ニーズに的確に応えながら、子供たちの未来につながる子育て支援・

教育施策の充実や、環境問題への対応、都市基盤の整備など、今取り組むべき施策を中心に予算を配分した。 

令和５年度の一般会計の予算規模は、２，２３９億円となり、前年度と比べて６５億４，０００万円、率にし

て２．８％の減となった。 

また、上記方針に加え、公共施設の電気料金・ガス料金の高騰に対応しながらも、持続可能な行財政運営に向

けて、市の貯金である財源調整基金からの繰入れを３１億円に抑制するとともに、令和３年度末に設置した公共

施設保全等基金を活用し、計画的な公共施設の改修等に必要な予算を計上した。    

一般会計のうち歳入面では、景気や雇用状況が回復傾向にあることを踏まえ、企業収益や個人所得が増加する

ことから、個人・法人市民税において増収を見込むなど、市税収入全体では、前年度と比べて４３億７，９００

万円、率にして４．３％増で計上した。 

また、引き続き消費の回復が見込まれるため、地方消費税交付金で１４億４３０万円増の１５８億３，６７０

万円を見込んでいる。 

県支出金については、医療機関への空床補償が千葉県事業となったことなどにより、前年度と比べて６９億２

５０万円減少しているが、繰入金については、減債基金の取崩し基準を見直したことなどにより、前年度と比べ

て２０億１，４５０万円増加している。 

一定の行政サービスを提供できるよう地方公共団体の財源を保障するために交付（発行）される普通交付税及

び臨時財政対策債については、市税等の増収を見込み、合計で前年度比２６億５，０００万円減で計上している。 

これらのことから、市が使い道を自由に決められる一般財源の総額は１，４２６億６，６８３万円となり、前

年度と比較して３３億５，６６７万円、率にして２．４％の増となった。 

一般会計の歳出を、経費の目的別に分類すると、民生費は、障害者給付や保育所などの運営費、子ども医療扶

助などの影響で、前年度比３１億５，０４０万円増の１，０３７億７８０万円で、一般会計全体の４６．３％を

占めている。 

衛生費では、出産・子育て応援事業やゼロカーボンシティの実現化に向けた予算を計上している。一方で、令

和５年度から医療機関への空床補償が千葉県の事業となったことなどにより、前年度比７５億９，４３０万円、

率にして２４．１％減となっている。 

総務費は、令和４年度に JR 南船橋駅南口市有地売払収入を基金に積立てたことなどの影響で、前年度比４２

億７，２５０万円、率にして２１．６％減となっている。 

一般会計の歳出を経費の性質別に分類すると、職員給料などの人件費、医療の給付費や生活保護など福祉に係

る経費である扶助費、そして市の借金である市債を返済する公債費の３つの経費（義務的経費）が、全体の５４．

５％を占めている。 

普通建設事業費は、海老川上流地区まちづくり、都市公園の整備や用地の購入、総合消防情報システムの一部

更新や、計画的な公共施設の改修に引き続き取り組むことから、前年度比２４億４９７万円、率にして２０．１％

の増となっている。 

物件費は、公共施設や小中学校における、電気料金・ガス料金高騰の影響などにより、前年度比１８億９３万

円、率にして４．４％増となっている。 

補助費等は、空床補償の千葉県事業化により、積立金は、令和４年度の JR 南船橋駅南口市有地売払収入の積
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立ての影響により、いずれも大幅減となっている。 

令和５年度 一般会計当初予算 

 

 

 

６ 会計別予算表                【財政課】 

 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

区分 
令和 5 年度当初 令和 4 年度当初 当初予算比較 

予算額 予算額 増減額 伸び率 

⑴ 一般会計 223,900,000 230,440,000 △6,540,000 △2.8 

⑵ 特別会計 109,263,000 106,988,000 2,275,000 2.1 

    国民健康保険事業 51,914,000 50,826,000 1,088,000 2.1 

    公共用地先行取得事業 184,000 9,000 175,000 1,944.4 

    船橋駅南口市街地再開発事業 682,000 659,000 23,000 3.5 

    介護保険事業 47,224,000 46,651,000 573,000 1.2 

    母子父子寡婦福祉資金貸付事業 111,000 91,000 20,000 22.0 

    後期高齢者医療事業 9,148,000 8,752,000 396,000 4.5 

⑶ 企業会計 66,197,397 57,966,550 8,230,847 14.2 

 
 

地方卸売市場事業 1,577,000 1,130,000 447,000 39.6 

    病院事業 28,110,000 20,961,000 7,149,000 34.1 

    下水道事業 36,510,397 35,875,550 634,847 1.8 

合計 399,360,397 395,394,550 3,965,847 1.0 
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７ 会計別当初予算財源内訳           【財政課】 

 

（単位：千円） 

区分 予算額 一般財源 
特定財源 

国庫支出金 県支出金 市債 その他 計 

一般会計 223,900,000 142,666,830 42,797,900 16,269,477 8,228,500 13,937,293 81,233,170 

 

 

（単位：千円） 

区分 予算額 一般財源 
特定財源 

国庫支出金 県支出金 市債 その他 計 

特別会計 109,263,000 26,110,905 10,542,920 41,333,244  31,275,931 83,152,095 

 

国民健康 

保険事業 
51,914,000 17,088,629 19,520 34,805,444  407 34,825,371 

 

公共用地 

先行取得事業 
184,000 184,000      

 

船橋駅南口市街

地再開発事業 
682,000 58,010    623,990 623,990 

 
介護保険事業 47,224,000 7,368,546 10,523,400 6,527,800  22,804,254 39,855,454 

 

母子父子寡婦福

祉資金貸付事業 
111,000 1,100    109,900 109,900 

 

後期高齢者医

療事業 
9,148,000 1,410,620    7,737,380 7,737,380 
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８ 年度別一般会計予算・決算          【財政課】 

 

令和元年度以降の予算・決算額の状況 

（単位：千円） 

区分 

年度 
当初予算額 予算現額 歳出決算額 

令和元年度 212,160,000 223,126,876 209,598,310 

令和 2 年度 211,685,000 297,714,332 284,036,941 

令和 3 年度 212,170,000 253,541,069 243,457,137 

令和 4 年度 230,440,000 252,046,049 240,469,702 

令和 5 年度 223,900,000 － － 

 

 

（単位：億円） 
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９ 一般会計当初予算款別比較          【財政課】 

 

１ 歳入 

（単位：千円、％） 

区分 
令和 5 年度当初 令和 4 年度当初 比較 

予算額 構成比 予算額 構成比 
 

伸び率 

自
主
財
源 

市税 106,894,300 47.8 102,515,300 44.5 4,379,000 4.3 

分担金及び負担金 1,520,800 0.7 1,401,100 0.6 119,700 8.5 

使用料及び手数料 4,693,600 2.1 4,647,100 2.0 46,500 1.0 

財産収入 456,500 0.2 4,514,800 2.0 △4,058,300 △89.9 

寄附金 1,349,000 0.6 1,536,700 0.7 △187,700 △12.2 

繰入金 4,865,800 2.2 2,851,300 1.2 2,014,500 70.7 

繰越金 300,000 0.1 300,000 0.1 0 0.0 

諸収入 9,204,800 4.1 9,348,200 4.1 △143,400 △1.5 

小計 129,284,800 57.8 127,114,500 55.2 2,170,300 1.7 

依
存
財
源 

地方譲与税 927,100 0.4 942,100 0.4 △15,000 △1.6 

利子割交付金 47,100 0.0 57,100 0.0 △10,000 △17.5 

配当割交付金 726,800 0.3 765,900 0.3 △39,100 △5.1 

株式等譲渡所得割交付金 620,600 0.3 631,700 0.3 △11,100 △1.8 

地方消費税交付金 15,836,700 7.1 14,432,400 6.3 1,404,300 9.7 

ゴルフ場利用税交付金 3,400 0.0 3,400 0.0 0 0.0 

法人事業税交付金 1,144,800 0.5 1,016,600 0.4 128,200 12.6 

自動車取得税交付金 100 0.0 100 0.0 0 0.0 

環境性能割交付金 156,300 0.1 180,600 0.1 △24,300 △13.5 

国有提供施設等所在市助成交付金 200,000 0.1 200,000 0.1 0 0.0 

地方特例交付金 759,500 0.3 685,300 0.3 74,200 10.8 

地方交付税 5,308,900 2.4 5,660,800 2.4 △351,900 △6.2 

交通安全対策特別交付金 63,800 0.0 66,700 0.0 △2,900 △4.3 

国庫支出金 42,797,900 19.1 43,827,100 19.0 △1,029,200 △2.3 

県支出金 16,293,700 7.3 23,196,200 10.1 △6,902,500 △29.8 

市債 9,728,500 4.3 11,659,500 5.1 △1,931,000 △16.6 

小計 94,615,200 42.2 103,325,500 44.8 △8,710,300 △8.4 

合計 223,900,000 100.0 230,440,000 100.0 △6,540,000 △2.8 
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 市税の内訳 

（単位：千円、％） 

区分 
令和 5 年度当初 令和 4 年度当初 比較 

予算額 構成比 予算額 構成比 
 

伸び率 

市
税 

市民税 52,615,700 49.2 50,284,100 49.0 2,331,600 4.6 

固定資産税 39,397,300 36.9 37,958,300 37.0 1,439,000 3.8 

軽自動車税 732,700 0.7 703,500 0.7 29,200 4.2 

市たばこ税 3,768,000 3.5 3,566,000 3.5 202,000 5.7 

特別土地保有税 100 0.0 100 0.0 0 0.0 

入湯税 3,100 0.0 2,800 0.0 300 10.7 

事業所税 2,114,100 2.0 2,022,100 2.0 92,000 4.5 

都市計画税 8,263,300 7.7 7,978,400 7.8 284,900 3.6 

合計 106,894,300 100.0 102,515,300 100.0 4,379,000 4.3 

 

２－１ 歳出（款別） 

（単位：千円、％） 

区分 
令和 5 年度当初 令和 4 年度当初 比較 

予算額 構成比 予算額 構成比 
 

伸び率 

議会費 984,500 0.5 971,000 0.4 13,500 1.4 

総務費 15,540,700 7.0 19,813,200 8.6 △4,272,500 △21.6 

民生費 103,707,800 46.3 100,557,400 43.6 3,150,400 3.1 

衛生費 23,938,500 10.7 31,532,800 13.7 △7,594,300 △24.1 

労働費 186,400 0.1 262,800 0.1 △76,400 △29.1 

農林水産業費 495,800 0.2 640,300 0.3 △144,500 △22.6 

商工費 4,326,600 1.9 4,251,900 1.8 74,700 1.8 

土木費 22,847,700 10.2 21,116,000 9.2 1,731,700 8.2 

消防費 7,471,000 3.3 6,633,500 2.9 837,500 12.6 

教育費 25,922,200 11.6 24,574,900 10.7 1,347,300 5.5 

公債費 18,178,800 8.1 19,786,200 8.6 △1,607,400 △8.1 

予備費 300,000 0.1 300,000 0.1 0 0.0 

合計 223,900,000 100.0 230,440,000 100.0 △6,540,000 △2.8 
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２－２ 歳出（性質別） 

（単位：千円、％） 

区分 
令和 5 年度当初 令和 4 年度当初 比較 

予算額 構成比 予算額 構成比 
 

伸び率 

人件費 39,193,825 17.5 39,102,817 17.0 91,008 0.2 

物件費 43,019,593 19.2 41,218,662 17.9 1,800,931 4.4 

維持補修費 1,339,722 0.6 1,363,070 0.6 △23,348 △1.7 

扶助費 64,718,297 28.9 63,296,158 27.4 1,422,139 2.2 

補助費等 17,469,182 7.8 24,717,691 10.7 △7,248,509 △29.3 

普通建設事業費 14,340,350 6.4 11,935,379 5.2 2,404,971 20.1 

 
補助事業費 3,244,872 1.4 2,783,712 1.2 461,160 16.6 

 
単独事業費 11,095,478 5.0 9,151,667 4.0 1,943,811 21.2 

公債費 18,181,695 8.1 19,789,375 8.6 △1,607,680 △8.1 

積立金 342,800 0.2 4,348,785 1.9 △4,005,985 △92.1 

投資及び出資金 2,281,123 1.0 2,492,472 1.1 △211,349 △8.5 

貸付金 2,898,319 1.3 2,906,067 1.3 △7,748 △0.3 

繰出金 19,815,094 8.9 18,969,524 8.2 845,570 4.5 

予備費 300,000 0.1 300,000 0.1 0 0 

合計 223,900,000 100.0 230,440,000 100.0 △6,540,000 △2.8 

 

うち義務的経費 122,093,817 54.5 122,188,350 53.0 △94,533 △0.1 

  人件費（再掲） 39,193,825 17.5 39,102,817 17.0 91,008 0.2 

  扶助費（再掲） 64,718,297 28.9 63,296,158 27.4 1,422,139 2.2 

  公債費（再掲） 18,181,695 8.1 19,789,375 8.6 △1,607,680 △8.1 
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10 地方債                   【財政課】  

 

（単位：千円） 

区分 
令和 4 年度末 

現在高見込額 

令和 5 年度中増減見込 令和 5 年度末 

現在高見込額 
起債見込額 元金償還見込額 

１ 普通債 115,312,363 8,228,500 11,374,905 112,165,958 

 
（1）総務 5,189,379 57,500 497,100 4,749,779 

 
（2）民生 10,263,466 678,300 951,835 9,989,931 

 
（3）衛生 26,737,825 254,200 2,494,060 24,497,965 

 （4）労働 49,645  630 49,015 

 
（5）農林水産業 6,240  1,260 4,980 

 
（6）商工 0   0 

 
（7）土木 35,665,580 4,912,000 3,334,030 37,243,550 

 
（8）消防 2,474,647 1,152,900 414,750 3,212,797 

 
（9）教育 34,925,581 1,173,600 3,681,240 32,417,941 

２ 災害復旧債 5,621  3,430 2,191 

 
（1）民生 784  590 194 

 
（2）土木 2,782  1,860 922 

 （3）教育 1,455  680 775 

 
（4）その他 600  300 300 

３ その他 66,424,972 1,500,000 6,145,590 61,779,382 

 
（1）減収補塡 1,029,807  142,440 887,367 

 
（2）減税補塡 682,622  281,390 401,232 

 
（3）臨時財政対策 64,712,543 1,500,000 5,721,760 60,490,783 

合計 181,742,956 9,728,500 17,523,925 173,947,531 

※令和 5 年度船橋市予算に関する説明書より 
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11 財産の状況                      

 

１ 土地および建物（令和４年度末現在）                       【財産管理課】 

土地  5,007,412.55 ㎡ 

建物  1,231,094.61 ㎡（延べ面積） 

 

２ 物権（令和４年度末現在）                            【財産管理課】 

地上権    7,488.74 ㎡ 

鉱業権    23,188,800 ㎡ 

共同鉱業権  5,868,900 ㎡（持分県２／３、市川市１／６、本市１／６） 

〃      3,595,600 ㎡（持分県２／３、本市１／３） 

 

３ 無体財産権（令和４年度末現在）                         【財産管理課】 

商標権   現在高 6 件 

 

４ 有価証券                                      【会計課】 

（単位：千円） 

区分（株券） 令和 4 年 3 月末現在額 増減額 令和 5 年 3 月末現在額 

北総鉄道（株） 30,000 0 30,000 

（株）ベイエフエム 2,950 0 2,950 

合計 32,950 0 32,950 

 

 

５ 出資による権利                                 【財産管理課】 

 

（単位：千円） 

区分 令和 4 年 3 月末現在高 増減高 令和 5 年 3 月末現在高 

千葉県農業信用基金協会出資金  2,550 0 2,550 

千葉県信用保証協会出捐金 75,394 0 75,394 

（公社）船橋市清美公社出資金 40,000 0 40,000 

（公社）千葉県畜産協会預かり運用基金出資金 100 0 100 

（公財）船橋市医療公社出捐金 20,000 0 20,000 

（公財）船橋市生きがい福祉事業団出捐金 10,000 0 10,000 

（公財）千葉県消防協会出捐金 1,433 0 1,433 

（公財）船橋市公園協会出捐金 25,000 0 25,000 

（公財）印旛沼環境基金出捐金 52,414 0 52,414 

（公財）千葉交響楽団出捐金 1,500 0 1,500 

（公財）千葉県文化振興財団出捐金 8,053 0 8,053 

（公財）リバーフロント研究所出捐金 5,000 0 5,000 
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区分 令和 4 年 3 月末現在高 増減高 令和 5 年 3 月末現在高 

（公財）ちば国際コンベンションビューロー出捐金 25,000 0 25,000 

全国漁業信用基金協会出資金 300 0 300 

（公財）千葉県暴力団追放県民会議出捐金 15,498 0 15,498 

（公財）船橋市中小企業勤労者福祉サービスセンター出捐金  276,387 0 276,387 

（公財）千葉ヘルス財団出捐金 9,493 0 9,493 

（公財）船橋市福祉サービス公社出捐金 300,000 0 300,000 

（公財）船橋市文化・スポーツ公社出捐金 175,000 0 175,000 

（公財）千葉県建設技術センター出捐金 4,500 0 4,500 

（公財）千葉県動物保護管理協会出捐金 4,572 0 4,572 

千葉園芸プラスチック加工（株）出資金 150 0 150 

（有）フェイスマネジメント出資金 200 0 200 

成田高速鉄道アクセス（株）出資金  46,000 0 46,000 

地方公共団体金融機構出資金 28,000 0 28,000 

（株）ジェイコム千葉出資金 50,198 0 50,198 

（株）船橋都市サービス出資金  31,250 0 31,250 

東葉高速鉄道（株）出資金 15,599,000 0 15,599,000 

合計 16,806,992 0 16,806,992 

 

６ 債権                                        【会計課】 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

区分 令和 5 年 3 月末現在額 

一
般
会
計 

市民税 5,871,424  

看護師等養成修学資金貸付金 453,896  

修学金貸付金 62,411  

入学準備金貸付金 26,379  

障害者等住宅整備資金貸付金 6,540  

社会福祉事業振興資金貸付事業資金 189,229  

 災害援護資金貸付金 16,562  

保育士養成修学資金貸付金 259,200  

千葉県地方土地開発公社土地開発基金貸付金 4,700  

特
別
会
計 

母子福祉資金貸付金 359,923  

父子福祉資金貸付金 5,456  

寡婦福祉資金貸付金 1,435  

計 7,257,155  
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７ 基金（令和 5 年 3 月 31 日現在）                            【財政課】 

 

（１） 財源調整基金 現在高 24,441,753 千円 

（２） 高額療養費貸付基金 現在高 40,000 千円 

（３） 文化芸術ホール事業基金 現在高 30,000 千円 

（４） 職員退職手当基金 現在高 1,306,000 千円 

（５） 減債基金 現在高 4,817,736 千円 

（６） 福祉基金 現在高 341,500 千円 

（７） 国民健康保険事業財政調整基金 現在高 141,000 千円 

（８） 公園緑地整備基金 現在高 795,041 千円 

（９） 介護保険事業財政調整基金 現在高 2,467,454 千円 

（10） 国民健康保険出産費資金貸付基金 現在高 10,000 千円 

（11） 一般廃棄物処理施設等整備基金 現在高 19,810 千円 

（12） 文化振興基金 現在高 423,291 千円 

（13） 森林環境譲与税基金 現在高 133,005 千円 

（14） 公共施設保全等基金 現在高 7,028,682 千円 

 

12 市庁舎                 【財産管理課】  

 

１ 建設の基本理念 

市庁舎は下記の 5 項目を建設の基本理念として、昭和 55 年度から 3 年計画で工事に着手した。 

（１）市民サービス向上につながること。 

（２）市民に便利で親しみやすいものであること。 

（３）機能的かつ合理的な施設であること。 

（４）「活力ある近代的都市」にふさわしいものであること。 

（５）市のシンボルであること。 

 

所在地 船橋市湊町 2 丁目 10 番 25 号 

敷地面積 17,002.97 ㎡（駐車場含） 

建設期間 着工 昭和 55 年 10 月 1 日  竣工 昭和 57 年 10 月 30 日 

建設費 総工費      106 億 4,700 万円 

財源内訳   起債 44 億 5,100 万円 

      積立金 30 億円 

      一般財源 31 億 9,600 万円 

建築の概要 「本体工事」 

建築面積 3,638.59 ㎡   延べ床面積 36,514.48 ㎡ 

（１）構造 鉄骨鉄筋コンクリート造一部鉄骨造、地下 2 階、地上 11 階、塔屋 3 階 

（２）軒高 43.6ｍ 

（３）高さ 53.75ｍ 
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２ 庁舎建設の経過 

 

年月日 内容 

昭和  

53.    3. 31 庁舎建設準備基金条例を設置。 

 7. 1 財政部に庁舎建設準備室を設置。 

 7. 27 庁内に庁舎建設準備委員会を設置。 （委員：助役以下 12 人) 

 11. 30 庁舎建設準備委員会から調査報告書を市長に提出。 

 12. 7 市議会全員協議会を開催。（基本構想について説明 ) 

   ・目 標 昭和 70 年 人口 67 万人 

   ・庁内職員数 2,100 人 議員数 56 人 

   ・建設規模を 36,000 ㎡とする構想案。 

54.   6. 15 市議会に庁舎建設特別委員会を設置。 

 9. 12 庁舎建設特別委員会から建築位置を現在地とする中間報告を行う。 

 11. 19 庁舎建設特別委員会から建築プランを 11 階建てとする中間報告を行う。 

55.   3. 28 新庁舎設計完了 

 10. 1 新庁舎工事着工 

 10. 23 起工式 

56.   5. 19 庁舎建設特別委員会から色彩計画等について中間報告を行う。 

57. 11. 29 開庁式 

 

 


